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（１） 事業の目的 

 国道６号の交通渋滞の緩和 
 沿道環境の改善 

国道６号は東京都中央区日本橋
とうきょうとちゅうおうくにほんばし

から宮城県仙台市
みやぎけんせんだいし

に至る延長約３７０

ｋｍの主要な幹線道路です。 

 一般国道６号が通過取手市
と り で し

龍ケ崎市
りゅうがさきし

は、都心から５０ｋｍ圏内に位置し、

東京への通勤圏として開発が進み、それに伴い交通量が増加しています。

特に取手市（旧藤代町
ふじしろまち

）付近では交通渋滞が慢性化し、沿道環境の悪化が

進んでいたため、早期改善が期待されていました。 

藤代バイパスは、一般国道６号の茨城県取手市（計画時は北相馬郡
きたそうまぐん

藤代

町）酒詰
さかづめ

から龍ケ崎市
りゅうがさきし

庄兵衛新田町
しょうべいしんでんまち

までの延長約６．１ｋｍ（現道拡幅を

含む）の道路であり、交通渋滞の緩和、沿道環境の改善及び地域社会の産

業振興に寄与することを目的に計画され、昭和５５年度から事業を開始し

ました。 
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（２）事業の概要 

①区 間 ： 自）茨城県取手市酒詰
いばらきけんとりでししさかづめ

地先 

至）茨城県龍ケ崎市庄兵衛新田町
いばらきけんりゅうがさきししょうべいしんでんまち

地先 

②計 画 延 長 ：  Ｌ＝６．１４ｋｍ 

③幅 員 ： Ｗ＝３０ｍ 

④道 路 規 格 ： 第３種第１級 設計速度８０ｋｍ／ｈ 

⑤車 線 数 ： ４車線（暫定２車線） 

⑥事 業 費 ：  約５１２億円（約４０２億円） 

         （うち用地費 約１５６億円） 

■標準断面図（ｍ） 

暫定２車線整備後（藤代バイパス） 
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橋梁部断面 
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 牛久沼大橋
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（２） 事業の経緯 
 

昭和 55 年６月 都市計画決定 

昭和 55 年度 事業化 

昭和 56 年度 用地着手 

昭和 61 年度 工事着手 

平成４年９月９日 竜ヶ崎
りゅうがさき

立体開通 

平成５年 11 月 30 日 藤代町
ふじしろまち

小浮気
こ ぶ け

～藤代町藤代
ふじしろ

間 

 延長約 1.3km 暫定 2車線開通 

平成 13 年３月 29 日 藤代町藤代～龍ケ崎
りゅうがさき

市
し

佐貫
さ ぬ き

間 

 延長約 2.6km 暫定２車線開通 

平成 17 年３月 20 日 藤代町
ふじしろちょう

新川
しんかわ

～龍ケ崎市
りゅう が さ き し

庄兵衛新田町
しょうべいしんでんまち

間 

 延長約 1.4km 暫定 2車線開通 

 延長約 6.1km 全線暫定 2車線開通 

■平面図 
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写真①：取手市側より龍ケ崎市を望む 写真③：土浦市側より取手市を望む写真②：土浦市側より取手市を望む

写真③ 

写真② 

写真① 
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■新聞記事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

常陽新聞（平成 14 年４月６日） 

茨城新聞（平成 17 年３月 21 日） 建設産業新聞 

（平成 17 年８月１日） 

建設産業新聞 

（平成 18 年６月１日） 




